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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

（１） 全般の概況 

当第3四半期累計(平成20年4月1日～平成20年12月31日)の売上高は、前年同期比40億円（0.5％）増加し

て8,416億円となりました。国内では減収となりましたが、海外では内燃機器関連部門を中心に売上を伸ばし、

全体では増収となりました。 

国内売上高は、前年同期比85億円（2.1％）減少して3,945億円となりました。内燃機器関連部門は、農機・

エンジンは微減にとどまったものの、建設機械が大幅に減少しました。一方、産業インフラ部門は、産業用鋳

物・素材は減少しましたが、ダクタイル鉄管、鋼管が大幅に伸張し、全体では増収となりました。環境エンジニ

アリング部門は増収となり、その他部門は売上を落としました。 

海外売上高は、前年同期比125億円（2.9％）増加して4,472億円となりました。内燃機器関連部門は、建設

機械が大幅に減少したものの、主力の農業機械が伸張し、全体では増収となりました。産業インフラ部門は、

ダクタイル鉄管の増加により大幅に売上を伸ばしました。環境エンジニアリングは減収となりましたが、その他

部門は売上を増加させました。海外売上比率は前年同期比1.2ポイント上昇して53.1％となりました。 

営業利益は、前年同期比 102 億円（9.5％）減少して 963 億円となりました。内燃機器関連部門は円高や材

料高などにより減益となり、産業インフラ部門はダクタイル鉄管などの増収効果により増益となりました。環境エ

ンジニアリング部門は順調に赤字幅を削減しましたが、その他部門は自動販売機の減収などにより減益となり

ました。 

継続事業からの税金等調整前純利益は、営業利益の減少と為替差損の増加に伴うその他の収益の悪化に

より前年同期比 216 億円（20.2％）減少して 853 億円となりました。法人所得税は、334 億円（実効税率 39.1％）

の負担となり、少数株主損益および持分法による投資損益は合計で 55 億円の控除となりました。この結果、当

第 3 四半期累計の純利益は 465 億円となり、前年同期を 135 億円（22.5％）下回りました。 

 

（２） 部門別の概況 

① 内燃機器関連部門 

内燃機器関連部門の売上高は、前年同期比 0.4％増加して 6,005 億円となり、売上高全体の 71.3％を

占めました。国内売上高は 4.2％減の 1,817 億円となり、海外売上高は 2.5％増の 4,189 億円となりました。

当部門は、農業関連商品を含む農業機械、エンジン、建設機械などにより構成されています。 

国内では、肥料や飼料の価格高止まりや景気後退により農機需要が軟調に推移し、建設投資も抑制が

強まるなど厳しい市場環境が続きました。そうしたなか、当社は新製品の導入やきめ細かい拡販活動により

売上の確保に努めましたが、農機は微減収となり、建設機械は大幅に売上を落としました。一方、エンジン

はわずかながら増収を確保しました。 

海外では、主力のトラクタが売上を拡大させました。北米では、市場の低迷と円高の影響により売上が減

少しましたが、アジアではタイでの売上が引き続き拡大し、欧州においても新製品の拡販により順調に売上

を伸ばしました。また、作業機も中国におけるコンバイン、田植機の販売増により大幅に売上を伸張させま

した。一方、建設機械は、欧州の急速な景気悪化などにより減収となり、エンジンも販売先メーカーの在庫

調整が進み減収となりました。 

 

② 産業インフラ部門 

産業インフラ部門の売上高は、前年同期比 5.1％増加して 1,521 億円となり、売上高全体の 18.1％を占

めました。国内売上高は 4.1％増の 1,283 億円となり、海外売上高は 10.9％増の 238 億円となりました。当

部門は、パイプシステム（ダクタイル鉄管・スパイラル鋼管・合成管・バルブ他）および産業用鋳物･素材によ
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り構成されています。 

国内では、販売価格の引き上げによりダクタイル鉄管が大幅な増収となり、鋼管も売上を伸張させました。

一方、需要低迷の続く合成管は減収となり、産業用鋳物・素材もダクタイルセグメント（トンネル補強材）の

減少により売上を落としました。海外では、産業用鋳物・素材がわずかに減収となりましたが、ダクタイル鉄

管の中東向け売上が伸張し、全体では増収となりました。 

 

③ 環境エンジニアリング部門 

環境エンジニアリング部門の売上高は、前年同期比 18.5％増加して 376 億円となり、売上高全体の

4.5％を占めました。国内売上高は 24.0％増の 343 億円となり、海外売上高は 18.2％減の 33 億円となりま

した。当部門は各種環境プラント、ポンプなどにより構成されています。 

国内では、いずれの製品も順調に売上を伸ばしましたが、海外では、ポンプが売上を伸ばしたものの、

液中膜などが売上を落とし減収となりました。 

 

④ その他部門 

その他部門の売上高は、前年同期比 18.5％減少して 513 億円となり、売上高全体の 6.1％を占めました。

国内売上高は 19.8％減の 502 億円となり、海外売上高は 161.2％増の 12 億円となりました。当部門は自動

販売機、電装機器、空調機器、工事、浄化槽などにより構成されています。 

前年同期の成人識別装置付きたばこ自販機の売上が異常な高水準だったことの反動により、自動販売

機が大幅に売上を落とし、工事も減収となりました。また、前期にマンション販売子会社の株式を譲渡した

ことに伴い、マンションの売上が計上されなくなったこともあり、部門全体では大幅な減収となりました。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

（１） 資産、負債、株主資本の状況 

当第 3 四半期末の総資産は、前期末（平成 20 年 3 月末）比 194 億円（1.3％）増加して 1 兆 4,836 億円とな

りました。資産の部では、北米での売掛債権売却の減少に伴い売掛金が大幅に増加し、たな卸資産も増加し

たことなどから流動資産が大幅に増加しました。一方、株式市場の低迷による有価証券含み益の縮小により投

資及び長期金融債権は減少しました。負債の部では、売掛債権売却による資金調達を借入金で代替したこと

などにより有利子負債が大幅に増加したほか、支払手形及び買掛金などの仕入債務も増加しました。他方、

有価証券未実現損益の減少などに伴うその他の包括損益累計額の減少幅が、利益の積み上がりを上回った

ため資本の部は減少しました。その結果、株主資本比率は前期末から 2.1 ポイント低下して 42.2％となりまし

た。 

 

（２） キャッシュ・フローの状況 

当第 3 四半期累計の営業活動によるキャッシュ・フローは、72 億円の収入となりました。北米での売掛債権

売却の減少に伴う受取債権の増加や、たな卸資産の増加により、営業活動によるキャッシュ・フローは少額の

収入にとどまりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、618 億円の支出となりました。タイでの小売金融事業の拡大により、金

融債権の増加額が回収額を上回りました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、613 億円の収入となりました。小売金融事業の拡大や北米での売掛債

権売却減少により、資金調達の増加額が減少額を上回りました。 

これらのキャッシュ・フローに為替変動の影響を加えた結果、当第 3 四半期末の現金及び現金同等物残高

は、期首残高から 33 億円増加して 921 億円となりました。 
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３．連結業績予想に関する定性的情報 

当期（平成 21 年 3 月期）の売上高は、前回発表予想（平成 20 年 11 月 7 日第 2 四半期決算発表時）から

350 億円下回る 1 兆 1,000 億円を見込んでいます。前回発表予想に比べ、海外では内燃機器関連部門の大

幅減収が見込まれ、国内においても内燃機器関連部門と産業インフラ部門を中心として減収となる見通しで

す。 

営業利益については、第 3 四半期までの業績および直近の事業動向を踏まえ、前回発表予想を 50 億円下

回る 1,050 億円を予想しています。また、継続事業からの税金等調整前純利益は 130 億円減の 920 億円、純

利益については、80 億円減の 500 億円を予想しています。[本見通しにおいては、当期（通期）の推定平均為

替レート１米ドル＝103 円を使用しています] 

 

【連結業績予想】 通期(平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日)          （単位：百万円、％） 

 売上高 営業利益 税引前利益 純利益 

前回発表予想(A) 

今回修正予想(B) 

増減額(B-A) 

増減率 

1,135,000

1,100,000

△35,000

△3.1%

 

 

110,000

105,000

△5,000

 △4.5%

 

 

 

 105,000

 92,000

  △13,000

△12.4%

 

 

 

58,000

50,000

△8,000

△13.8%

前期(平成 20 年 3 月期)実績 1,154,574 136,875   122,577  68,026

 

４．その他 

（１） 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  該当事項はありません。 

 

（２） 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  税金費用については、当連結会計年度の税金等調整前純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、当四半期連結累計期間の税金等調整前純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。 

 

（３） 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  ① 会計基準等の改正に伴う変更 

平成 20 年 4 月 1 日より財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）基準書第 157 号「公正価値による測定」を適用し

ております。同基準書は公正価値を定義し、公正価値を測定するための枠組みを確立するとともに公正価

値の測定に関する開示の拡大を要求しております。同基準書の適用による当社の財政状態及び経営成績

への重要な影響はありません。 

 

  ② ①以外の変更 

   該当事項はありません。 

 


